
歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

（歳　入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1 総　括

1.後期高齢者医療保険料
５２４，９６８ ３５，７５１ ５６０，７１９

3.繰入金
２３５，６７２ △８，４４１ ２２７，２３１

4.繰越金
１０ １２，０５８ １２，０６８

歳　　入　　合　　計
７６５，４７５ ３９，３６８ ８０４，８４３
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203s01141
タイプライターテキスト
【後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）】




（歳　出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

款
補　正　額　の　財　源　内　訳

1.総務費
52,679 897 53,576 897

2.後期高齢者医療広域連合納
付金 710,457 38,471 748,928 38,471

歳　　出　　合　　計
765,475 39,368 804,843 39,368
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2.歳　入

1.款 後期高齢者医療保険料 項 1. 後期高齢者医療保険料 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

34,1841. 1.特別徴収保険料特別徴収保険料 331,681 34,184 365,865 特別徴収保険料34,184

1,5672. 2.滞納繰越分普通徴収保険料 193,287 1,567 194,854 滞納繰越分1,567

524,968 35,751 560,719計

1 款合計 524,968 35,751 560,719

3.款 繰入金 項 1. 一般会計繰入金

2,0971. 1.事務費繰入金事務費繰入金 50,193 897 51,090 職員給与費等繰入金897

△1,200事務費繰入金

△9,3382. 1.保険基盤安定繰入金保険基盤安定繰入金 185,479 △9,338 176,141 保険基盤安定繰入金△9,338

235,672 △8,441 227,231計

3 款合計 235,672 △8,441 227,231

4.款 繰越金 項 1. 繰越金

12,0581. 1.前年度繰越金繰越金 10 12,058 12,068 前年度繰越金12,058

10 12,058 12,068計

4 款合計 10 12,058 12,068

765,475 39,368 804,843歳入合計
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3.歳　出

款 1. 総務費 項 1. 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

1.一般管理費 52,319 897 53,216 897 2.給料 1,104 職員給与費等 2,037●
(保険年金課)

3.職員手当等 給料534 1,1042.
○一般職給 1,104

4.共済費 ・一般職給459 1,104
職員手当等 5343.

17.備品購入費 ○扶養手当△1,200 △276
・扶養手当 △276
○管理職手当 636
・管理職手当 636
○住居手当 △263
・住居手当 △263
○通勤手当 70
・通勤手当 70
○期末勤勉手当 353
・期末勤勉手当 353
○地域手当 14
・地域手当 14
共済費 3994.
○市町村共済給付費負 399
担金
・市町村共済給付費負 399
担金
後期高齢システム管理 △1,200●
費
(保険年金課)
備品購入費 △1,20017.
○庁用器具費 △1,200
・後期高齢者医療シス △1,200
テム用端末等購入費
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款 1. 総務費 項 1. 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

1.一般管理費 会計年度任用職員給与 60●
費等
(保険年金課)
共済費 604.
○非常勤職員社会保険 60
料負担金
・社会保険料等負担金 24
・会計年度任用職市町 36
村共済給付費負担金

52,319 897 53,216 897計

1 款合計 52,679 897 53,576 897

款 2. 後期高齢者医療広域連合納付金 項 1. 後期高齢者医療広域連合納付金

1.後期高齢者 710,457 38,471 748,928 38,471 18.負担金、補 38,471 後期高齢者医療広域連 38,471●
医療広域連 助及び交付 合負担金
合納付金 金 (保険年金課)

負担金、補助及び交付 38,47118.
金
○負担金 38,471
・後期高齢者医療広域 △9,338
連合負担金（基盤安定
化分）
・後期高齢者医療広域 47,809
連合負担金（保険料分
・滞納分含む）

710,457 38,471 748,928 38,471計
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款 2. 後期高齢者医療広域連合納付金 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

2 款合計 710,457 38,471 748,928 38,471

765,475 39,368 804,843 39,368歳出合計
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１　一般職

報　酬 給　料 職員手当 計

（　　　1人）

3人 2,159 12,409 7,874 22,442 4,562 27,004

（　　　1人）

3人 2,159 11,305 7,340 20,804 4,103 24,907

（　　　0人）

0人 0 1,104 534 1,638 459 2,097

（単位：千円）

区　分 扶養手当 通勤手当 期末勤勉手当 住居手当 時間外手当 管理職手当 地域手当

補正後 0 172 5,938 327 233 1,092 112

補正前 276 102 5,585 590 233 456 98

比　較 △276 70 353 △263 0 636 14

※（　　）内は，再任用短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって，その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を

　占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

※職員手当（通勤手当）には，会計年度任用職員に係る通勤手当相当分を含む

補正後

補正前

比　較

　職員手当の内訳

４　　給　与　費　明　細　書

　（１）　総 括 （単位：千円）

区　　分 職員数
給　　与　　費

共済費 合　計 備　考
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給　料 職員手当 計

（　　　 　）

3人 12,409 6,961 19,370 4,085 23,455

（　　　 　）

3人 11,305 6,427 17,732 3,686 21,418

（　　　 　）

0人 1,104 534 1,638 399 2,037

（単位：千円）

区　分 扶養手当 通勤手当 期末勤勉手当 住居手当 時間外手当 管理職手当 地域手当

補正後 0 121 5,076 327 233 1,092 112

補正前 276 51 4,723 590 233 456 98

比　較 △276 70 353 △263 0 636 14

※この表は，給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったもの

　について記載

※（　　）内は，再任用短時間勤務職員について外書き

（単位：千円）

区　　分 職員数
給　　与　　費

共済費 合　計 備　考

補正後

補正前

比　較

　職員手当の内訳

　ア　会計年度任用職員以外の職員
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報　酬 給　料 職員手当 計

（　　　1人）

2,159 913 3,072 477 3,549

（　　　1人）

0人 2,159 913 3,072 417 3,489

（　　　0人）

0人 0 0 0 0 60 60

（単位：千円）

区　分 通勤手当 期末勤勉手当 時間外手当

補正後 51 862

補正前 51 862

比　較 0 0 0

※（　　）内は，会計年度任用の職を占める職員であって，その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たり

　の通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

※職員手当（通勤手当）には，会計年度任用職員に係る通勤手当相当分を含む

　イ 会計年度任用職員 （単位：千円）

区　　分 職員数
給　　与　　費

共済費 合　計 備　考

補正後

補正前

比　較

　職員手当の内訳

※この表は，報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載
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区　分 増減額(千円)

・給料表の改正

前年度給料の改定率

前年度給料改定実施時期

昇給時期別職員数

１月

・配置転換による増減分 1,066千円

・新陳代謝による増減分 0千円 本年度 3人　

・その他の調整額 38千円 前年度 3人　

増　減 0人　

・勤勉手当の引き上げ

（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

増減事由別内訳(千円) 説　　　明 備　　　考

給　料 1,104

給与改定に伴う増減分

・給与改定の状況

普通昇給に伴う増加分

534

※会計年度任用職員は含まない

・平均昇給率

その他の増減分 1,104

・職員数の異動状況

職員手当 534

制度改正に伴う増減分

その他の増減分
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